
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成２８年度決算） 

≪統一的な基準による≫ 

瀬戸市の財務書類４表 

瀬戸市 行政管理部 財政課 
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瀬戸市では、平成１７年度決算から「バランスシート（貸借対照表）」、平成１８年度決算から

「行政コスト計算書」を作成し、市民の皆様にお知らせしてきました。 

 

平成１８年８月にすべての地方公共団体に対し財務書類４表の整備が要請されたことを受け、

本市では、平成２０年度決算から、市民の皆様により分かりやすく財務情報を提供することを 

目的の一つとして財務書類４表を作成しています。 

 

平成２７年度決算までは、複式簿記の導入や固定資産台帳の整備を必要としない「総務省方式

改訂モデル」に基づき、財務書類を作成していましたが、平成２７年１月に国（総務省）から   

平成２９年度までに発生主義・複式簿記の導入と固定資産台帳の整備を前提とした統一的な基準

による財務書類を作成するように要請されたことを受け、平成２８年度決算に係る「統一的な基

準による財務書類４表」を一般会計等（＝普通会計）・瀬戸市全体・連結ベースで作成しました。 

○ 貸借対照表（バランスシート） 

 企業会計における貸借対照表のことで、資産と負債の状況等を明らかにするものです。こ

れにより、行政活動の累計としてどれほどの資産を所有しているのか、将来返済しなければ

ならない負債がどれだけあるか、ストックベースで把握できるようにするための財務報告書

です。 

 

○ 行政コスト計算書 

企業会計における損益計算書のことで、人的サービスや給付サービス等、資産形成につな

がらない当該年度の行政サービスの提供の状況を明らかにするものです。 

 

○ 純資産変動計算書 

 貸借対照表の「純資産の部」について、会計年度中の動きを表す計算書です。資産と負債

の差額がどのように増減したかを表します。 

 

○ 資金収支計算書 

 現金などの資金の１年間の増減を、資金の性質に応じて「業務活動収支」「投資活動収支」

「財務活動収支」の３つの区分に分けて表示したものです。 

財務書類４表とは 

はじめに ～瀬戸市の財務書類について～ 
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○ 財務書類４表の相関関係 

 

①貸借対照表の「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末歳計

外現金算高を加えたものと対応します。 

②貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と対応します。 

③行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書の「純行政コスト」 

と対応します。 

 

○ 対象とする会計の範囲 

財務書類の対象とする会計の範囲は、以下のとおりです。 

瀬 
 

戸 
 

市 

一
般
会
計
等 

一般会計 一
般
会
計
等 

財
務
書
類
の 

対
象
範
囲 

全
体
財
務
書
類
の
対
象
範
囲 

連
結
財
務
書
類
の
対
象
範
囲 

春雨墓苑事業特別会計 

公
営
事
業
会
計 

特別会計 

国民健康保険事業特別会計 

介護保険事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

公営企業会計 
法非適用 （下水道事業特別会計）※ 

法適用 水道事業会計 

関 

連 

団 

体 

等 

一部事務組合 

尾張東部衛生組合 

公立陶生病院組合 

瀬戸旭看護専門学校組合 

広域連合 愛知県後期高齢者医療広域連合 

地方三公社 瀬戸市土地開発公社 

第三セクター等 

公益財団法人瀬戸市開発公社 

公益財団法人瀬戸市文化振興財団 

瀬戸まちづくり株式会社 

 ※下水道事業特別会計は、地方公営企業法の財務規定等の適用に向けた作業に着手しているため、 
連結対象団体（会計）の対象外としています。 

貸借対照表 ⾏政コスト計算書 純資産変動計算書 資⾦収⽀計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残⾼ 業務活動収⽀

臨時損失 財源 財務活動収⽀

うち
現⾦預⾦

臨時利益 固定資産の変動 前年度末残⾼

②
①

+ 本年度末 歳計外現⾦残⾼

本年度末残⾼

経常収益 純⾏政コスト

純資産 純⾏政コスト 本年度末残⾼

投資活動収⽀

③
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・単式簿記…経済取引の記帳を現金の収入・支出として一面的に行う簿記の方法（官庁会計） 

・複式簿記…経済取引の記帳を借方と貸方に分けて二面的に行う簿記の方法（企業会計） 

 【現金１００万円で車を１台購入した場合】 

  ・単式簿記では、現金支出１００万円を記帳するのみ 

  ・複式簿記では、現金支出とともに資産の増加を記帳 

      
 
 

  

 

・現金主義会計…収益・費用を現金の入金時・出金時に認識し計上する会計処理の方法 

・発生主義会計…現金の収入・支出に関わらず、収入・支出の必要性（＝経済的事象）が 

発生した時に収益・費用を認識し計上する会計処理の方法 

        →減価償却費や引当金など現金支出を伴わないコストを把握できる 

 

資産の増加 資産の減少 

（借方）車両１００万円 （貸方）現金１００万円 

○ 発生主義・複式簿記の導入 

  総務省方式改訂モデル（以下「改訂モデル」といいます。）では決算統計データを活用して
財務書類を作成していましたが、発生の都度又は期末一括で複式簿記による仕訳をすること
となりました。本市では、期末一括方式を採用しています。 

 

○ 固定資産台帳の整備 

 固定資産台帳の整備が前提となり、有形固定資産について、改訂モデルでは決算統計デー
タから取得原価を推計（売却可能資産は時価）していましたが、原則として取得価格で評価
することになりました。 
 また、耐用年数についても、決算統計の区分に応じた耐用年数から、原則として耐用年数
省令の種類の区分に基づく耐用年数に変更されました。 

 

○ 貸借対照表 

勘定科目の見直しにより、有形固定資産について行政目的別（生活インフラ・国土保全、
教育等）から性質別（土地、建物等）の表示になりました。 

 

○ 行政コスト計算書 

  性質別・目的別分類の表示から性質別分類のみの表示になりました。 
 

○ 純資産編変動計算書 

  内訳の簡略化（財源情報の省略）がされました。 
 

○ 資金収支計算書 

  業務活動収支・投資活動収支・財務活動収支に区分の名称が変更されました。例えば、 
地方債を発行した場合は、財務活動収支に計上されています。 

 

「総務省方式改訂モデル」から「統一的な基準」への主な変更点 

単式簿記と複式簿記 

現金主義会計と発生主義会計 
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（単位：百万円）
科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】
  固定資産 171,516   固定負債 26,011
    有形固定資産 165,341     地方債 20,732
      事業用資産 72,482     長期未払金 -
        土地 50,846     退職手当引当金 4,897
        立木竹 -     損失補償等引当金 227
        建物 57,625     その他 155
        建物減価償却累計額 -36,403   流動負債 2,960
        工作物 1,531     １年内償還予定地方債 2,036
        工作物減価償却累計額 -1,182     未払金 13
        船舶 -     未払費用 -
        船舶減価償却累計額 -     前受金 -
        浮標等 -     前受収益 -
        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 399
        航空機 -     預り金 451
        航空機減価償却累計額 -     その他 61
        その他 - 負債合計 28,970
        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
        建設仮勘定 65   固定資産等形成分 175,167
      インフラ資産 91,697   余剰分（不足分） -26,895
        土地 25,964
        建物 305
        建物減価償却累計額 -151
        工作物 134,442
        工作物減価償却累計額 -68,968
        その他 -
        その他減価償却累計額 -
        建設仮勘定 105
      物品 3,842
      物品減価償却累計額 -2,679
    無形固定資産 66
      ソフトウェア 66
      その他 -
    投資その他の資産 6,109
      投資及び出資金 2,013
        有価証券 -
        出資金 2,013
        その他 -
      投資損失引当金 -
      長期延滞債権 657
      長期貸付金 -
      基金 3,476
        減債基金 -
        その他 3,476
      その他 -
      徴収不能引当金 -37
  流動資産 5,726
    現金預金 1,874
    未収金 217
    短期貸付金 -
    基金 3,651
      財政調整基金 3,605
      減債基金 46
    棚卸資産 -
    その他 -
    徴収不能引当金 -16 純資産合計 148,273
資産合計 177,243 負債及び純資産合計 177,243

（１） 一般会計等貸借対照表（平成２９年３月３１日現在） 

１．一般会計等財務書類４表 

【本年度の状況について】 

一
年
以
内
に
現
金
化
し
う
る
資
産 

将
来
返
済

・
負
担
す
べ
き
債
務 

一
年
以
内
に
返
済

・
負
担
す
べ
き
債
務 

こ
れ
ま
で
の
世
代
の
負
担 

将
来
世
代
に
引
き
継
ぐ
資
産 

 平成２９年３月３１日現在の資産の総額は１，７７２億４千３百万円、負債の総額は  

２８９億７千万円、純資産が１，４８２億７千３百万円で、資産に対する負債の割合は、 

１６．１％となっています。 
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 資産の部では、固定資産が１，７１５億１千６百万円で資産全体の９６．８％を占めてお

り、現金預金等の流動資産が３．２％となっています。 

 一方、負債の部では、翌年度償還予定額を含めた地方債残高が２２７億６千８百万円で、

負債全体の７９．６％を占めています。地方債は、道路や公共施設等の整備の財源としたり、

国の政策により一般財源の不足を補てんするために起こしたものです。 

 期首の総額と比較すると、資産合計は約２４億円減少し、負債も約１１億円減少したこと

から、純資産は期首と比較して約１３億円、０．９％の減少となっています。 

○ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法は次のとおりです。  

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価  

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。  

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。  

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

○ 有形固定資産等の減価償却の方法は次のとおりです。 

① 有形固定資産及び無形固定資産（いずれもリース資産を除きます。）･･････定額法  

② 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

○ 引当金の計上基準及び算定方法は次のとおりです。 

① 徴収不能引当金  

未収金、長期延滞債権、長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、 

徴収不能見込額を計上しています。  

② 退職手当引当金  

年度末で在席する全職員（その年度に実際に退職する職員を除く）が退職するものと 

仮定した際に支給すべき退職手当相当額を計上しています。 

③ 賞与等引当金  

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当の 

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

資産の評価基準等について 
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（単位：百万円）

    その他 161
純行政コスト 32,778

    その他 -
  臨時利益 191
    資産売却益 30

    資産除売却損 67
    投資損失引当金繰入額 -
    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 32,901
  臨時損失 67
    災害復旧事業費 -

  経常収益 1,420
    使用料及び手数料 741
    その他 680

      社会保障給付 7,004
      他会計への繰出金 3,357
      その他 5

        その他 292
    移転費用 15,922
      補助金等 5,556

      その他の業務費用 570
        支払利息 225
        徴収不能引当金繰入額 53

        維持補修費 756
        減価償却費 3,970
        その他 -

        その他 355
      物件費等 12,089
        物件費 7,363

        職員給与費 4,607
        賞与等引当金繰入額 399
        退職手当引当金繰入額 380

  経常費用 34,322
    業務費用 18,400
      人件費 5,741

科目名 金額

（２） 一般会計等行政コスト計算書（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日） 

 経常費用の総額３４３億２千２百万円に対して、施設使用料など、行政サービスにかかる

受益者負担額となる経常収益の総額は、１４億２千万円となっています。 

 受益者負担率は、４．１％となり、残りの９５．９％は市税等で賄われたことになります。 

 経常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストは３２９億１百万円で、さらに臨時

的な損益を差し引きした純行政コストは３２７億７千８百万円となっています。 

 分類別では、人件費や物件費、減価償却費などの「業務費用」が１８４億円で経常費用の

５３．６％を占め、社会保障給付や各種団体等に対する補助金、特別会計への繰出金などの

「移転費用」が１５９億２千２百万円で経常費用の４６．４％を占めています。 

  

【本年度の状況について】 
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（単位：百万円）
科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 149,625 176,833 -27,208
  純行政コスト（△） -32,778 -32,778
  財源 31,424 31,424
    税収等 23,904 23,904
    国県等補助金 7,520 7,520
  本年度差額 -1,354 -1,354
  固定資産等の変動（内部変動） -1,667 1,667
    有形固定資産等の増加 1,577 -1,577
    有形固定資産等の減少 -4,300 4,300
    貸付金・基金等の増加 1,599 -1,599
    貸付金・基金等の減少 -543 543
  資産評価差額 1 1
  無償所管換等 1 1
  その他 - - -
  本年度純資産変動額 -1,352 -1,666 313
本年度末純資産残高 148,273 175,167 -26,895

（３） 一般会計等純資産変動計算書（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日） 

 行政コスト計算書により算出した純行政コスト３２７億７千８百万円を、税収や補助金な

どといった財源３１４億２千４百万円で補うと、本年度差額はマイナスの１３億５千４百万

円となります。これに資産評価差額や無償所管換等を加味した結果、本年度末純資産残高は、

前年度末から１３億５千２百万円減少して、１，４８２億７千３百万円となっています。 

 純資産残高の減少は、減少した分の負担を将来の世代へ先送りしたことを表しています。 

【本年度の状況について】 

内訳としては、光熱水費や業務委託料といった物件費、減価償却費などの「物件費等」が

１２０億８千９百万円で、経常費用に占める割合が３５．２％と最も高く、次いで、医療給

付費などの扶助費である「社会保障給付」が７０億４百万円で経常費用の２０．４％を占め

ています。 

  

固定資産等形成分などの内容について 

○ 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容は次のとおりです。 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。  

② 余剰分（不足分）  

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 
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（単位：百万円）
科目名 金額

【業務活動収支】
  業務支出 30,110
    業務費用支出 14,188
      人件費支出 5,615
      物件費等支出 8,349
      支払利息支出 225
      その他の支出 -
    移転費用支出 15,922
      補助金等支出 5,556
      社会保障給付支出 7,004
      他会計への繰出支出 3,357
      その他の支出 5
  業務収入 32,801
    税収等収入 23,985
    国県等補助金収入 7,399
    使用料及び手数料収入 739
    その他の収入 678
  臨時支出 -
    災害復旧事業費支出 -
    その他の支出 -
  臨時収入 83
業務活動収支 2,774
【投資活動収支】
  投資活動支出 2,806
    公共施設等整備費支出 1,419
    基金積立金支出 1,285
    投資及び出資金支出 7
    貸付金支出 94
    その他の支出 -
  投資活動収入 567
    国県等補助金収入 121
    基金取崩収入 19
    貸付金元金回収収入 94
    資産売却収入 333
    その他の収入 -
投資活動収支 -2,239
【財務活動収支】
  財務活動支出 2,019
    地方債償還支出 1,982
    その他の支出 37
  財務活動収入 718
    地方債発行収入 718

前年度末歳計外現金残高 431
本年度歳計外現金増減額 20
本年度末歳計外現金残高 451
本年度末現金預金残高 1,874

    その他の収入 -
財務活動収支 -1,301
本年度資金収支額 -766
前年度末資金残高 2,190
本年度末資金残高 1,424

（４） 一般会計等資金収支計算書（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日） 
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 業務活動収支については、人件費や物件費、社会保障給付などの経常的な行政サービスを

提供するための支出と、税収や補助金などの収入を差し引きした結果、２７億７千４百万円

の収支余剰が計上されました。 

一方で、道路や公共施設等の整備、基金積立といった投資活動収支は２２億３千９百万円

の収支不足、地方債の償還や新たな借り入れといった財務活動収支は１３億１百万円の収支

不足となりました。 

結果的に、本年度末の資金残高は、前年度末から７億６千６百万円減少し、１４２億４千

万円となっています。 

 

【本年度の状況について】 
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（単位：百万円）
科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】
  固定資産 191,817   固定負債 36,070
    有形固定資産 184,886     地方債 22,181
      事業用資産 72,482     長期未払金 -
        土地 50,846     退職手当引当金 5,117
        立木竹 -     損失補償等引当金 227
        建物 57,625     その他 8,545
        建物減価償却累計額 -36,403   流動負債 3,736
        工作物 1,531     １年内償還予定地方債 2,249
        工作物減価償却累計額 -1,182     未払金 427
        船舶 -     未払費用 -
        船舶減価償却累計額 -     前受金 5
        浮標等 -     前受収益 -
        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 437
        航空機 -     預り金 557
        航空機減価償却累計額 -     その他 61
        その他 - 負債合計 39,806
        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
        建設仮勘定 65   固定資産等形成分 195,468
      インフラ資産 110,149   余剰分（不足分） -33,498
        土地 26,702
        建物 654
        建物減価償却累計額 -329
        工作物 165,282
        工作物減価償却累計額 -82,357
        その他 0
        その他減価償却累計額 0
        建設仮勘定 197
      物品 7,701
      物品減価償却累計額 -5,445
    無形固定資産 320
      ソフトウェア 68
      その他 251
    投資その他の資産 6,611
      投資及び出資金 1,026
        有価証券 -
        出資金 1,026
        その他 -
      投資損失引当金 -
      長期延滞債権 1,104
      長期貸付金 -
      基金 4,608
        減債基金 -
        その他 4,608
      その他 -
      徴収不能引当金 -127
  流動資産 9,958
    現金預金 5,779
    未収金 582
    短期貸付金 -
    基金 3,651
      財政調整基金 3,605
      減債基金 46
    棚卸資産 23
    その他 -
    徴収不能引当金 -76 純資産合計 161,970
資産合計 201,775 負債及び純資産合計 201,775

２．瀬戸市全体の財務書類４表 

（１） 市全体の貸借対照表（平成２９年３月３１日現在） 

 平成２９年３月３１日現在の資産総額は、２，０１７億７千５百万円、負債総額は    

３９８億６百万円、純資産が１，６１９億７千万円で、資産に対する負債の割合は、 

１９．７％となっています。 

【本年度の状況について】 
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（単位：百万円）

    その他 165
純行政コスト 54,729

    その他 -
  臨時利益 194
    資産売却益 30

    資産除売却損 67
    投資損失引当金繰入額 -
    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 54,856
  臨時損失 67
    災害復旧事業費 -

  経常収益 3,676
    使用料及び手数料 2,918
    その他 758

      社会保障給付 7,006
      他会計への繰出金 762
      その他 5

        その他 429
    移転費用 37,015
      補助金等 29,242

      その他の業務費用 881
        支払利息 282
        徴収不能引当金繰入額 169

        維持補修費 843
        減価償却費 4,739
        その他 0

        その他 373
      物件費等 14,436
        物件費 8,853

        職員給与費 4,998
        賞与等引当金繰入額 434
        退職手当引当金繰入額 396

  経常費用 58,532
    業務費用 21,517
      人件費 6,201

科目名 金額

（２） 市全体の行政コスト計算書（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日） 

 経常費用の総額５８５億３千２百万円から経常収益の総額３６億７千６百万円を差し 

引いた純経常行政コストは５４８億５千６百万円で、さらに臨時的な損益を差し引きした 

純行政コストは５４７億２千９百万円となっています。 

分類別では、「業務費用」が２１５億１千７百万円で経常費用の３６．８％を占め、「移転

費用」が３７０億１千５百万円で経常費用の６３．２％を占めています。 

内訳としては、「補助金等」が２９２億４千２百万円で、経常費用に占める割合が 

５０．０％と最も高く、次いで「物件費等」が１４４億３千６百万円で経常費用の２４．７％

を占めています。 

  

 

【本年度の状況について】 



- 12 - 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）
科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 162,581 197,261 -34,680
  純行政コスト（△） -54,729 -54,729
  財源 53,763 53,763
    税収等 39,925 39,925
    国県等補助金 13,838 13,838
  本年度差額 -965 -965
  固定資産等の変動（内部変動） -1,795 1,795
    有形固定資産等の増加 2,125 -2,125
    有形固定資産等の減少 -5,089 5,089
    貸付金・基金等の増加 1,953 -1,953
    貸付金・基金等の減少 -783 783
  資産評価差額 1 1
  無償所管換等 1 1
  その他 352 - 352
  本年度純資産変動額 -611 -1,793 1,182
本年度末純資産残高 161,970 195,468 -33,498

（３） 市全体の純資産変動計算書（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日） 

 行政コスト計算書により算出した純行政コスト５４７億２千９百万円を、税収や補助金な

どといった財源５３７億６千３百万円で補うと、本年度差額はマイナスの９億６千５百万円

となります。これに資産評価差額や無償所管換等を加味した結果、本年度末純資産残高は、

前年度末から６億１千１百万円減少して、１，６１９億７千万円となっています。 

 純資産残高の減少は、減少した分の負担を将来の世代へ先送りしたことを表しています。 

 

【本年度の状況について】 
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（単位：百万円）

前年度末歳計外現金残高 431
本年度歳計外現金増減額 20
本年度末歳計外現金残高 451
本年度末現金預金残高 5,779

    その他の収入 -
財務活動収支 -1,526
本年度資金収支額 -398
前年度末資金残高 5,726
本年度末資金残高 5,328

  財務活動支出 2,244
    地方債償還支出 2,206
    その他の支出 37
  財務活動収入 718
    地方債発行収入 718

    貸付金元金回収収入 94
    資産売却収入 333
    その他の収入 -
投資活動収支 -2,703
【財務活動収支】

    貸付金支出 94
    その他の支出 -
  投資活動収入 714
    国県等補助金収入 268
    基金取崩収入 19

【投資活動収支】
  投資活動支出 3,417
    公共施設等整備費支出 1,922
    基金積立金支出 1,394
    投資及び出資金支出 7

  臨時支出 -
    災害復旧事業費支出 -
    その他の支出 -
  臨時収入 86
業務活動収支 3,831

  業務収入 57,345
    税収等収入 39,914
    国県等補助金収入 13,717
    使用料及び手数料収入 2,958
    その他の収入 755

    移転費用支出 37,015
      補助金等支出 29,242
      社会保障給付支出 7,006
      他会計への繰出支出 762
      その他の支出 5

    業務費用支出 16,585
      人件費支出 6,059
      物件費等支出 10,240
      支払利息支出 282
      その他の支出 4

科目名 金額
【業務活動収支】
  業務支出 53,600

（４） 市全体の資金収支計算書（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日） 

 業務活動収支で３８億３千１百万円の収支余剰が計上された一方、投資活動収支は 

２７億３百万円の収支不足、財務活動収支は１５億２千６百万円の収支不足となりました。 

結果的に、本年度末の資金残高は、前年度末から３億９千８百万円減少し、５３億２千 

８百万円となっています。 

 

【本年度の状況について】 
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（単位：百万円）
科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】
  固定資産 213,304   固定負債 51,466
    有形固定資産 205,059     地方債等 31,339
      事業用資産 89,892     長期未払金 -
        土地 53,825     退職手当引当金 7,967
        立木竹 -     損失補償等引当金 -
        建物 78,525     その他 12,159
        建物減価償却累計額 -47,790   流動負債 10,617
        工作物 2,871     １年内償還予定地方債等 3,620
        工作物減価償却累計額 -1,759     未払金 5,368
        船舶 -     未払費用 -
        船舶減価償却累計額 -     前受金 10
        浮標等 -     前受収益 -
        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 922
        航空機 -     預り金 559
        航空機減価償却累計額 -     その他 139
        その他 - 負債合計 62,083
        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
        建設仮勘定 4,220   固定資産等形成分 216,955
      インフラ資産 110,149   余剰分（不足分） -44,496
        土地 26,702   他団体出資等分 -28
        建物 654
        建物減価償却累計額 -329
        工作物 165,282
        工作物減価償却累計額 -82,357
        その他 0
        その他減価償却累計額 0
        建設仮勘定 197
      物品 18,788
      物品減価償却累計額 -13,770
    無形固定資産 324
      ソフトウェア 70
      その他 255
    投資その他の資産 7,920
      投資及び出資金 997
        有価証券 0
        出資金 997
        その他 -
      長期延滞債権 1,121
      長期貸付金 160
      基金 5,321
        減債基金 -
        その他 5,321
      その他 448
      徴収不能引当金 -127
  流動資産 21,182
    現金預金 13,870
    未収金 3,313
    短期貸付金 -
    基金 3,651
      財政調整基金 3,605
      減債基金 46
    棚卸資産 446
    その他 2
    徴収不能引当金 -99
  繰延資産 28 純資産合計 172,430
資産合計 234,513 負債及び純資産合計 234,513

３．連結財務書類４表 

（１） 連結貸借対照表（平成２９年３月３１日現在） 

 平成２９年３月３１日現在の資産総額は、２，３４５億１千３百万円、負債総額は    

６２０億８千３百万円、純資産が１，７２４億３千万円で、資産に対する負債の割合は、 

２６．５％となっています。 

 

【本年度の状況について】 
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（単位：百万円）

    資産売却益 30
    その他 88
純行政コスト 68,896

    損失補償等引当金繰入額 -
    その他 -
  臨時利益 118

  臨時損失 67
    災害復旧事業費 -
    資産除売却損 67

    使用料及び手数料 18,586
    その他 1,171
純経常行政コスト 68,946

      社会保障給付 22,423

      その他 81
  経常収益 19,758

      他会計への繰出金 762

        その他 1,510
    移転費用 48,745
      補助金等 25,479

      その他の業務費用 2,083
        支払利息 390
        徴収不能引当金繰入額 184

        維持補修費 1,111
        減価償却費 6,204
        その他 159

        その他 393
      物件費等 24,470
        物件費 16,996

        職員給与費 11,530
        賞与等引当金繰入額 919
        退職手当引当金繰入額 564

  経常費用 88,704
    業務費用 39,959
      人件費 13,406

科目名 金額

（２） 連結行政コスト計算書（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日） 

 経常費用の総額８８７億４百万円から経常収益の総額１９７億５千８百万円を差し引い

た純経常行政コストは６８９億４千６百万円で、さらに臨時的な損益を差し引きした純行政

コストは６８８億９千６百万円となっています。 

分類別では、「業務費用」が３９９億５千９百万円で経常費用の４５．０％を占め、「移転

費用」が４８７億４千５百万円で経常費用の５５．０％を占めています。 

内訳としては、「補助金等」が２５４億７千９百万円で、経常費用に占める割合が 

２８．７％と最も高く、次いで「物件費等」が１６９億９千６百万円で経常費用の１９．２％

を占めています。 

 

【本年度の状況について】 
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（単位：百万円）
科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 173,987 216,262 -42,246 -30
  純行政コスト（△） -68,896 -68,897 1
  財源 66,742 66,742 -
    税収等 39,942 39,942 -
    国県等補助金 26,800 26,800 -
  本年度差額 -2,154 -2,155 1
  固定資産等の変動（内部変動） 691 -691
    有形固定資産等の増加 5,666 -5,666
    有形固定資産等の減少 -6,568 6,568
    貸付金・基金等の増加 2,470 -2,470
    貸付金・基金等の減少 -877 877
  資産評価差額 1 1
  無償所管換等 1 1
  他団体出資等分の増加 - -
  他団体出資等分の減少 - -
  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -
  その他 596 - 596
  本年度純資産変動額 -1,557 692 -2,250 1
本年度末純資産残高 172,430 216,955 -44,496 -28

（３） 連結純資産変動計算書（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日） 

 行政コスト計算書により算出した純行政コスト６８８億９千６百万円を、税収や補助金な

どといった財源６６７億４千２百万円で補うと、本年度差額はマイナスの２１億５千４百万

円となります。これに資産評価差額や無償所管換等を加味した結果、本年度末純資産残高は、

前年度末から１５億５千７百万円減少して、１，７２４億３千万円となっています。 

 純資産残高の減少は、減少した分の負担を将来の世代へ先送りしたことを表しています。 

 

【本年度の状況について】 
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（単位：百万円）

前年度末歳計外現金残高 431
本年度歳計外現金増減額 20
本年度末歳計外現金残高 451
本年度末現金預金残高 13,870

財務活動収支 1,061
本年度資金収支額 1,599
前年度末資金残高 11,820
比例連結割合変更に伴う差額 -
本年度末資金残高 13,419

    地方債等償還支出 3,792
    その他の支出 49
  財務活動収入 4,902
    地方債等発行収入 3,946
    その他の収入 956

    資産売却収入 333
    その他の収入 1
投資活動収支 -6,394
【財務活動収支】
  財務活動支出 3,841

    その他の支出 2
  投資活動収入 731
    国県等補助金収入 268
    基金取崩収入 20
    貸付金元金回収収入 109

  投資活動支出 7,125
    公共施設等整備費支出 5,463
    基金積立金支出 1,513
    投資及び出資金支出 7
    貸付金支出 140

    災害復旧事業費支出 -
    その他の支出 -
  臨時収入 86
業務活動収支 6,932
【投資活動収支】

    税収等収入 39,930
    国県等補助金収入 26,639
    使用料及び手数料収入 18,775
    その他の収入 1,159
  臨時支出 -

    移転費用支出 48,745
      補助金等支出 25,479
      社会保障給付支出 22,423

      その他の支出 81
  業務収入 86,503

      他会計への繰出支出 762

    業務費用支出 30,912
      人件費支出 13,388
      物件費等支出 15,881
      支払利息支出 390
      その他の支出 1,253

科目名 金額
【業務活動収支】
  業務支出 79,657

（４） 連結資金収支計算書（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日） 

 業務活動収支で６９億３千２百万円の収支余剰が計上された一方、投資活動収支は６３億

９千４百万円の収支不足、財務活動収支は１０億６千１百万円の収支余剰となりました。 

結果的に、本年度末の資金残高は、前年度末から１５億９千９百万円増加し、１３４億 

１千９百万円となっています。 

 

【本年度の状況について】 
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４．財務書類の分析 

指標①－１ 住民一人あたり資産額 

①資産形成度 ～将来世代に残る資産はどのくらいあるか～ 

資産額を住民基本台帳で除して住民一人あたり資産額を算出することにより、住民 
一人あたり、どのくらいの資産が残っているかを示します。 

 
算式：資産総額／住民基本台帳人口 

（単位：千円） 

 平成２８年度 

一般会計等 1,360 

全体 1,549 

連結 1,800 

 

指標①－２ 歳入額対資産比率 

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成され
たストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の度合いを示し
ます。 

算式：資産総額／歳入総額 

（単位：年） 

 平成２８年度 

一般会計等 4.87 

全体 3.12 

連結 2.25 

 

財務書類を活用した本市の財政分析は次のとおりです。 

平成２８年度の住民基本台帳人口は、平成２９年３月３１日現在の１３０,２９８人を用

いて算出しています。 
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指標①－３ 有形固定資産減価償却率 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出す
ることにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを示します。 

算式：減価償却累計額／償却資産取得価額×100 

（単位：％） 

 平成２８年度 

一般会計等 55.32 

全体 54.00 

連結 54.86 

 

指標①－４ 有形固定資産の行政目的別割合（一般会計等） 

有形固定資産の行政目的別（生活インフラ・国土保全、教育、福祉等）の割合を算出す
ることにより、行政分野ごとの社会資本形成の比重を示します。 

（単位：千円、％） 

 平成２８年度 構成割合 

生活インフラ・国土保全 94,338,729 57.06 

教育 37,966,001 22.96 

福祉 12,060,626 7.29 

環境衛生 4,534,095 2.74 

産業振興 6,213,555 3.76 

消防 1,321,865 0.80 

総務 8,906,607 5.39 

有形固定資産合計 165,341,478 100.00 

 

 一般会計等における住民一人あたりの資産額は１３６万円で、資産総額は平成２８年度歳

入総額の４.８７年分となっています。 

有形固定資産減価償却率は５５.３２％で資産の老朽化が進んできている状況となってい

ます。 

有形固定資産の内訳は「生活インフラ・国土保全」の割合が５７.０６％で最も高く、次い

で「教育」の割合が２２.９６％となっています。これは道路・橋りょうや公園などのインフ

ラや、学校などの教育施設の整備に重点が置かれてきたことを示しています。 

 

【本年度の状況（一般会計等）について】 



- 20 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②世代間公平性 ～将来世代と現世代との負担の分担は適切か～ 

指標②－１ 純資産比率 

資産総額に占める純資産の割合を表したもので、負債を将来世代の負担、純資産を過去
から現在までの世代が培ってきた正味の財産として、世代間の負担の配分を示します。 

数値が大きいほど、現在までの世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源
を蓄積したことを意味します。 

逆に数値が小さくなるほど、現世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を費
消して便益を享受する一方で、将来世代に負担が先送りされたことを意味します。 

算式：純資産／資産総額×100 

（単位：％） 

 平成２８年度 

一般会計等 83.66 

全体 80.27 

連結 73.53 

 

指標②－２ 社会資本等形成の世代間負担比率 

社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合を算出することによ
り、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を示します。 

算式：地方債残高／有形固定資産×１００ 

（単位：％） 

 平成２８年度 

一般会計等 13.77 

全体 13.21 

連結 17.05 

 

 一般会計等における純資産比率は８３.６６％で、現在までの世代が将来世代も利用可能

な資源を蓄積したことを示しています。 

将来世代の負担の比重を示す社会資本等形成の世代間負担比率は１３.７７％となってい

ます。 

 

【本年度の状況（一般会計等）について】 
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③持続可能性（健全性） ～財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）～ 

指標③－１ 住民一人あたり負債額 

負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人あたり負債額とすることにより、どのく
らい借金があるのかを示します。 

算式：負債総額／住民基本台帳人口 

（単位：千円） 

 平成２８年度 

一般会計等 222 

全体 305 

連結 476 

 

指標③－２ 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く）及び投資活動収支の合算額を
算出することにより、地方債等の元利償還額除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳
入のバランスを示す指標となります。当該バランスが均衡している場合には経済成長率
が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な
財政運営であることを示します。 

算式：業務活動収支（支払利息支出を除く）＋投資活動収支 

（単位：百万円） 

 平成２８年度 

一般会計等 760 

全体 1,410 

連結 928 

 

指標③－３ 債務償還可能年数 

実質債務が償還財源上限額の何年分あるかを示す指標で、年数が短いほど債務償還能
力が高いことを表します。 

算式：実質債務（地方債等－充当可能基金）／償還財源上限額（業務収入－業務支出） 

（単位：年） 

 平成２８年度 

一般会計等 5.8 

全体 4.3 

連結 3.8 
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④効率性 ～行政サービスは効率的に提供されているか～ 

指標④－１ 住民一人あたり行政コスト 

行政コスト計算書で算出される行政コストを住民基本台帳人口で除して住民一人あた
り行政コストとすることにより、行政活動の効率性を測定します。 

算式：純経常行政コスト／住民基本台帳人口 

（単位：千円） 

 平成２８年度 

一般会計等 253 

全体 421 

連結 529 

 

⑤弾力性 ～資産形成を行う余裕はどのくらいあるか～ 

指標⑤－１ 行政コスト対税収等比率 

税収等の一般財源に対する行政コストの比率を算出することによって、当該年度の税
収等のうち、資産形成を伴わない行政コストに費消された割合を示します。100%に近づく
ほど資産形成の余裕度が低く、100%を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたこ

とを表します。 

算式：純経常行政コスト／（一般財源(税収等)＋補助金等受入）×100 

（単位：％） 

 平成２８年度 

一般会計等 104.70 

全体 102.03 

連結 103.30 

 

 一般会計等における住民一人あたりの負債額は２２万２千円で、指標①－１と比較する

と、負債に対して６.１倍の資産があることが分かります。 

 基礎的財政収支は７億６千万円の黒字であり、債務の償還可能年数も５.８年と短いこと

から、財政の健全性が保たれていると言えます。 

【本年度の状況（一般会計等）について】 
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⑥自律性 ～歳入はどのくらい税金でまかなわれているか ～ 

指標⑥－１ 受益者負担割合 

行政コスト計算書の経常収益と経常費用を比較することにより、行政サービスの提供
に対する受益者負担の割合を示します。 

算式：経常収益／経常費用×100 

（単位：％） 

 平成２８年度 

一般会計等 4.14 

全体 6.28 

連結 22.27 

 

 一般会計等における資産形成を伴わない行政コストは住民一人あたり２５万３千円と 

なっています。行政コスト対税収等比率は１０４.７０％で、インフラ整備や施設の建設とい

った資産形成を行うための余裕度が低く、過去から蓄積した資産が取り崩された形になって

います。 

 行政サービスの提供にかかった経常費用に対して、使用料や手数料など受益者が負担した

額の割合は４.１４％であり、料金の見直しなど検討の余地があります。 

【本年度の状況（一般会計等）について】 
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５．主な用語の説明 

・「固定資産」 

  土地や建物のように、１年を超えて長期的に所有する資産です。 

・「有形固定資産」 

庁舎や学校などの事業用資産と、道路や河川、公園などのインフラ資産、物品があります。 

・「投資及び出資金等」 

公社や第三セクターなどへの出資金です。 

・「長期延滞債権」 

税金や手数料などのうち回収期限が到来してから１年以上回収できない債権などです。 

・「徴収不能引当金」 

長期延滞債権や未収金のうち回収不能となることが見込まれる金額です。 

・「流動資産」 

  現金預金や市税等の未収金、財政調整基金など１年以内に現金化しうる資産です。 

・「固定負債」 

  地方債などの債務のうち、１年以上先の将来に返済・負担すべきものです。 

・「退職手当引当金」 

職員が当該年度末時点で退職した場合に必要になる退職手当相当額です。 

・「損失補償等引当金」 

  土地開発公社が金融機関から借り入れた債務の一部について、公社に代わって市が支払う

可能性のある金額です。 

・「流動負債」 

  地方債などの債務のうち、１年以内に返済・負担すべきものです。 

・「賞与引当金」 

翌年度６月に支給される賞与のうち当年度の１２月から３月に発生した賞与相当額です。 

・「純資産」 

  資産から負債を差し引いたもので、現在までの世代が負担した税収や国・県からの補助金

など、資産を形成している財源のうち将来返済しなくてよい額を表しています。 

・「固定資産形成分」 

  固定資産の残高に流動資産の中の短期貸付金と基金を加えたもので、資産形成のために充

当した資源の蓄積であり、原則として金銭以外の形態（固定資産等）で保有されているもの

と定義されています。 

・「余剰分（不足分）」 

  自治体の費消可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形態で保有されます。流動資産

から短期貸付金と基金を差し引いた額からさらに負債の総額を差し引いたもので、ほとんど

の自治体でマイナス、つまり「不足分」ということになるといわれています。 

(1)貸借対照表 
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・「経常費用」 

  費用のうち会計年度ごとに経常的に発生するものです。 

・「業務費用」 

「人件費」、消耗品の購入費、旅費や委託料などの「物件費」、修繕料などの「維持補修費」、 

発生主義に基づき資産の種類や耐用年数に応じて算出される資産価値の減少額である「減価

償却費」の他、支払利息などが含まれます。 

・「移転費用」 

各種団体へ支払う補助金の他、国民健康保険や介護保険の保険給付費などの「補助金等」、

生活保護や医療費の助成などの「社会保障給付」、「他会計への繰出金」など、商品やサービ

スの購入を伴わない金銭の移転のみにあたる費用です。 

・「経常収益」 

行政サービスの対価として収入する使用料及び手数料の他、預金利子など、会計年度ごと 

に経常的に発生する収益です。 

なお、直接的な対価性のない税収等は、収益には含まれません。 

・「純経常行政コスト」 

  経常費用から経常収益を差し引いたもので、経常的な行政サービスの提供に必要なコスト 

を表します。 

・「資産除売却損（資産売却益）」 

資産の除却時に、除却した資産の帳簿価額を損失として計上する「資産除却損」、資産の

売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差額を計上する「資産売却損」が含まれます。 

なお、売却による収入が帳簿価額を上回った場合は、その差額を「資産売却益」に計上し

ます。 

・「純行政コスト」 

  純経常行政コストに臨時損失と臨時利益を差し引きしたもので、市税や地方交付税、国・ 

県からの補助金等で賄うべきコストを表します。 

 

(2)行政コスト計算書 

(3)純資産変動計算書 

・「税収等」 

  市税、地方交付税、地方譲与税、地方消費税交付金、分担金及び負担金などです。 

・「資産評価差額」 

 有価証券の時価評価に伴う増減額などです。 

・「無償所管換等」 

 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等です。 
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(4)資金収支計算書 

・「業務活動収支」 

  人件費、物件費、社会保障給付などといった「業務支出」と、税収、国や県からの補助金 

収入のうち資産形成を伴わない行政サービスに充当したものなどといった「業務収入」との 

差引等による、地方公共団体の経常的な活動に伴い継続的に発生する資金収支です。 

・「投資活動収支」 

 公共施設の整備、基金の積み立てなどといった「投資活動支出」と、建設事業に充当した 

国や県からの補助金収入、基金の取り崩しなどといった「投資活動収入」との差引による、

資本形成のための活動に伴い臨時・特別に発生する資金収支です。 

・「財務活動収支」 

 過去に発行した（借り入れた）地方債の元本償還の他、地方債以外の借入金元本の償還、

リース資産の本体分リース料の支払いなどといった「財務活動支出」と、新しく発行した 

地方債による収入の他、その他の借入金による収入などといった「財務活動収入」との差引

による、負債の管理に係る資金収支です。 



 

 

 

 


